
 

2022 年４月 21 日 

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 メ デ ィ ア ド ゥ 

代表者名 代表取締役社長 CEO  藤田 恭嗣 

   （コード： 36 78、東証プライム） 

問合せ先 執 行 役 員  C S O  苅 田  明 史 

  （ T E L ． 0 3 - 6 2 1 2 - 5 1 1 3 ） 

 

剰余金の配当に関するお知らせ 

 

当社は 2022 年４月 21 日開催の取締役会において、以下のとおり、2022 年２月 28 日を基準日とする剰余金の

配当を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．配当の内容 

 
決定額 

直近の配当予想 

（2021 年 10 月 13 日公表） 

前期実績 

(2021 年２月期) 

基準日 2022 年２月 28 日 同左 2021 年２月 28 日 

１株当たりの配当金 21 円 00 銭 同左 21 円 00 銭 

配当金の総額 333 百万円 ― 322 百万円 

効力発生日 2022 年５月 10 日 ― 2021 年５月 11 日 

配当原資 利益剰余金 ― 利益剰余金 

 

２.剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社はかねてより、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識するとともに、将来の持続的な

成長に必要な設備投資等や経営基盤の強化も重要な経営目標と考えております。そのため、内部留保を確保

しつつ、財政状態及び業績動向等、経営状態を総合的に判断して利益配当を行っていくことを基本的な方針

としております。 

上記方針のもと、株主の皆様への利益還元については、配当及び自社株式の取得による総還元性向（注）

20%以上を念頭に置き、配当と自己株式の取得の配分は、株価水準等に応じて判断致します。 

当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の経営環境、将来のための成長投資等を総合的に判

断し、１株当たり 21 円 00銭（配当金総額 333 百万円）とさせていただきました。 

また、次期以降における配当及び自己株式の取得の配分につきましては、念頭に置くべき総還元性向を 30%

以上に引き上げたうえで、株価水準等に応じて判断致します。 

この方針のもと、2023 年２月期の年間配当を含む利益還元につきましては、2022年４月 14 日に当社取締

役会で決議された自己株式の取得（同年４月 15 日から４月 18 日までの間に実施、取得した株式の総数

462,500 株、取得価額の総額 999,846,600 円。取得した自己株式は全て消却する予定です。詳細は 2022 年４

月 19 日に公表いたしました「自己株式の取得状況及び取得終了に関するお知らせ」及び本日公表の「自己

株式の消却に関するお知らせ」をご覧ください。）により、2023 年２月期末時点で当社の総還元性向は目標

を大幅に上回る 117.6%となると想定されるため、2023 年２月期の剰余金の配当につきましては行わない予

定です。 

 

（注）総還元性向＝（配当支払総額＋自己株式取得総額）／親会社株主に帰属する当期純利益 

 



 

（ご参考）年間配当の内訳 

 １株当たり配当金(円) 

基準日 第２四半期末 期 末 年 間 

当期実績（2022 年２月期） ０円 00 銭 21 円 00 銭 21 円 00 銭 

前期実績（2021 年２月期） ０円 00 銭 21 円 00 銭 21 円 00 銭 

 

以 上 

 


